
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
吊りフック（１）に連結された拡縮ロック機構（１０）と、その拡縮ロック機構（１０）
に連結されて足場（５）を掴むための拡縮リンク機構（２０）と、その拡縮リンク機構（
２０）で相互の間隔が拡縮される複対の挟持アーム（２９）と、その挟持アーム（２９）
にそれぞれ対向して設けられた保持アタッチメント（４０）とを備え、その保持アタッチ
メント（４０）は前記挟持アーム（２９）に固設されたブラケット（４１）と、そのブラ
ケット（４１）に枢着されて回転支持金具（４３）と、その回転支持金具（４３）とブラ
ケット（４１）との間に介装されたロケータピン（４８）と、そのロケータピン（４８）
を回転支持金具（４３）側に付勢するスプリング（５０）とからなり、前記回転支持金具
（４３）は組立足場（５）の縦パイプ（８）に押されて回動して組立足場の横パイプ（９
）の下面に回り込むようになっていることを特徴とする機械式足場吊り装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、建設現場でビディなどの組立足場を吊る機械式足場吊り装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
ビディなどの組立足場を吊る場合、従来は人手により組立足場５Ａにワイヤロープ２を掛
け、クレーンなどで吊り上げていた。
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【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
従来のワイヤロープによる方法では、次の点で問題があった。
（１）　ワイヤの玉掛け、玉外し作業及びワイヤの取付け、取外し作業は足場上の高所作
業であったため、非常に危険を伴うものであった。特に、大組足場の場合は、高所で特に
危険であった。
（２）　上記作業に時間が多くかかり、また、人手も必要であったため、能率及び省人化
の点で改善が望まれている。
【０００４】
本発明は、足場の掴み、取外しを自動的に行って省力化を図り、安全性、作業性、作業能
率を向上する機械式足場吊り装置を提供することを目的としている。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
本発明の機械式足場吊り装置によれば、吊りフック（１）に連結された拡縮ロック機構（
１０）と、その拡縮ロック機構（１０）に連結されて足場（５）を掴むための拡縮リンク
機構（２０）と、その拡縮リンク機構（２０）で相互の間隔が拡縮される複対の挟持アー
ム（２９）と、その挟持アーム（２９）にそれぞれ対向して設けられた保持アタッチメン
ト（４０）とを備え、その保持アタッチメント（４０）は前記挟持アーム（２９）に固設
されたブラケット（４１）と、そのブラケット（４１）に枢着されて回転支持金具（４３
）と、その回転支持金具（４３）とブラケット（４１）との間に介装されたロケータピン
（４８）と、そのロケータピン（４８）を回転支持金具（４３）側に付勢するスプリング
（５０）とからなり、前記回転支持金具（４３）は組立足場（５）の縦パイプ（８）に押
されて回動して組立足場の横パイプ（９）の下面に回り込むようになっている。
【０００９】
【作用】
上記のように構成された機械式足場吊り装置においては、装置を吊り下ろして当接部が足
場布板に当接すると、ロッドが押し上げられて拡縮ロック装置のロックが解除される。そ
こで、装置を吊り上げると、拡縮リンク装置により挟持アームの間隔が縮小し、保持アタ
ッチメントが足場の横パイプを支持して足場が吊り下げられる。
【００１０】
他方、足場を吊り下ろして足場が接地し、次いで、当接部によりロッドが押し上げられて
拡縮ロック装置がロックされる。そこで、装置を吊り上げると、拡縮リンク装置により挟
持アームの間隔が拡大し、保持アタッチメントが足場から離脱する。
【００１１】
【実施例】
以下図面を参照して本発明の実施例を説明する。
【００１２】
図１ないし図３において、本発明の機械式足場吊り装置は、吊りフック１と、その吊りフ
ック１に連結された全体を符号１０で示す拡縮ロック機構と、この拡縮ロック機構１０に
連結された全体を符号２０で示す拡縮リンク機構と、その拡縮リンク機構２０に吊設され
た複対の挟持アーム２９と、これら複対の挟持アーム２９に対向して設けられた全体を符
号４０で示す保持アタッチメントとから概略構成されている。
【００１３】
図４において、拡縮ロック機構１０は、実開平６－１３７７号公報に示すものが用いられ
、その拡縮ロック機構１０には、当接部である中央支持脚３４（図１）が下端に連結され
た外筒１１と、その外筒１１の中に収められ上端に吊りフック１が連結された内筒１３と
が設けられている。その外筒１１の内部上端の一部には、ストッパ１２が突設され、内筒
１３には、ストッパ１２に選択的にロックされるロックプレート１４が設けられている。
そして、ロックプレート１４は、内筒１３の軸線上に枢着され、ロックプレート１４の中
程には、図示しないリンクプレートが吊設され、また、内筒１３には、リンクプレートを
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選択的に押し上げるロッド１５が上下動自在に設けられている。そして、ロッド１５が中
央支持脚３４に押し上げられると図６に示すように、ロックプレート１４が反時計方向に
回動されてストッパ１２によるロックが解除され、再び、押し上げると図７及び図８に示
すように、ロックプレート１４が逆に時計方向に回動され、ストッパ１２にロックされる
位置に戻されるようになっている。
【００１４】
図１ないし図３に戻り、拡縮リンク機構２０には、拡縮ロック装置１０の外筒１１の上部
に固設された一対の上部ビーム２１と、外筒１１の下部に固設された枠２２とが設けられ
ている。それら上部ビーム２１、２１には、一対のリンク金具２３の上端が枢着され、こ
れらリンク金具２３、２３の下端には、それぞれ交差するベルクランク２４、２４の上端
が連結されている。それらベルクランク２４、２４の中程は、枠２２に枢着され、ベルク
ランクの下端と、枠２２に上端が枢着された連結金具２５の下端とには、それぞれ上部連
結ビーム２６が枢着され、これらの部材２２及び２４～２６により平行リンク機構Ａが構
成されている。なお、図中の符号２６ａはストッパである。
【００１５】
上記の上部連結ビーム２６、２６の両端部を連結して一対の下部ビーム２７が吊設されて
おり、下部連結ビーム２７には延長ビーム２７ａが伸縮自在に収められている。また、上
部連結ビーム２６、２６の下面には、下部連結ビーム２８が付勢され、その下部連結ビー
ム２８の外端部には、挟持アーム２９が垂設されている。また、挟持アーム２９には、通
り強制アーム３０が着脱自在に設けられ、この通り強制アーム３０の下端内側には、足場
蛇行修正金具３１が固設されている。なお、図中の符号３２は後記足場ジョイントピン７
をガイドするガイド管、３３は枠２２から垂設された４本の支持脚、３４は拡縮ロック機
構１０の外筒１１に固設された当接部である中央支持脚で、両脚３３、３４とも足場布板
６に当接されるものである。そして、挟持アーム２９の内側には、保持アタッチメント４
０が固設されている。
【００１６】
図９及び図１０も参照して、全体を符号５で示す組立足場を説明する。この組立足場５は
、３層スパンのユニットからなり、頂面には足場布板６が敷設され、４隅には、足場ジョ
イントピン７が突設されている。なお、図中の符号８は縦パイプ、９は横パイプである。
【００１７】
図１０ないし図１２において、保持アタッチメント４０は、挟持アーム２９に固設された
ブラケット４１と、そのブラケット４１にピン４２で枢着された回転支持金具４３と、こ
の回転支持金具４３とブラケット４１との間に介装されたロケータピン４８及びローラ４
９と、ロケータピン４８を金具４３側へ付勢しているスプリング５０とからなっている。
【００１８】
前記回転支持金具４３は、平面Ｕ字状に形成され、その一方のアーム４４の上縁には、足
場支持板４５が設けられ、他方のアーム４６には、ローラ４９が当接されている。そして
、金具４３はスプリング５０で図示の位置に位置決めされており、挟持アーム２９、２９
が足場５を挟持すると、縦パイプ８に押されて鎖線の位置ａに矢印の方に回動される。す
ると、アーム４４、４６が縦パイプ８を凹部４７に抱え込み、アーム４４が横パイプ９の
下面に回り込むようになっている。逆に、縦パイプ８が凹部４７から離れると、金具４３
はスプリング５０により原位置に戻されるようになっている。
【００１９】
次に作用について説明する。
【００２０】
クレーンで吊られた吊り装置を、クレーンの巻き下げにより足場５の上方から降下すると
、布板６の中央に中央支持脚３４及び支持脚３３が当接する。更にフック１を吊りワイヤ
が緩むまで下げると、装置全体が布板６に完全に支持される。この際、拡縮リンク機構２
０は図１に示すように、上下に縮んだ状態になっており、挟持アーム２９、２９すなわち
保持アタッチメント４０、４０の間隔は拡がった状態となる。かつ、拡縮ロック装置１０
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のロッド１５が図６に示すように押し上げられる。したがって、ロックプレート１４は矢
印方向に回動され、ロック解除状態となる。
【００２１】
そこで、フック１を巻き上げると、拡縮ロック機構１０は図６に示すようにロックが解除
されているので、内筒１３は図７に示すように、外筒１１に対して相対的に上動する。し
たがって、上部ビーム２１と枠２２との間隔が開いて拡縮リンク機構２０が上下に伸びる
。そのため、上部連結ビーム２６、下部連結ビーム２８及び挟持アーム２９を介して保持
アタッチメント４０、４０の間隔が図１に矢印で示すように、スイングして相互に接近す
る。
【００２２】
すると、図１０に示すように、接近する縦ビーム８に押されて回転支持金具４３が鎖線の
位置に回動し、足場支持板４５が横パイプ９の上方に回り込み、凹部４７で縦パイプ８を
保持する。
【００２３】
更に、フック１を巻き上げると、回転支持金具４３により横パイプ９を介して足場５が持
ち上げられる。なお、この状態で、両支持脚３３、３４と足場布板６との間には、例えば
５０ｍｍの間隔がある。
【００２４】
他方、足場５を下降すると、足場５の下端が接地し、続いて、両支持脚３３、３４を介し
て下部ビーム２７と枠２２とが布板６に支持されている。更に、巻き下げると図８に示す
ように、内筒１３が外筒１１に対して相対的に下降し、したがって、上部ビーム２１が下
がる。したがって、拡縮リンク機構２０が上下に縮み、保持アタッチメント４０、４０の
間隔が開き、回転支持金具４３がスプリング５０に押され原位置に戻って横パイプ９から
外れる。
【００２５】
なお、上述の動作において、ガイド管３２を足場ジョイントピン７に係合させることによ
り、装置が足場５に対して位置決めされる。
【００２６】
また、スプリング５０で回転支持金具４３を付勢することにより、回転支持金具４３が縦
パイプ８に対して位置決めされる。
【００２７】
【発明の効果】
本発明は、以上説明したように構成されているので、以下に記載されるような効果を奏す
る。
（１）　足場の吊り上げ時に人が介在しないので、作業の安全化を図ることができる。
（２）　ワイヤ掛けによる従来工法に比べ少人数ですみ、省人化を図ることができる。
（３）　自動的に足場の保持及び取り外しができるので、ワイヤ掛けの従来工法に比べ作
業能率を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施例を示す側面図。
【図２】図１の正面図。
【図３】図２の上面図。
【図４】拡縮ロック装置を示す側断面図。
【図５】拡縮ロック装置のロック状態を示す側断面図。
【図６】拡縮ロック装置のロック解除状態を示す側断面図。
【図７】拡縮ロック装置の内筒の上動状態を示す側断面図。
【図８】拡縮ロック装置の内筒の下動状態を示す側断面図。
【図９】組立足場に中央支持脚が当接した状態を示す側断面図。
【図１０】保持アタッチメントを示す上面図。
【図１１】図１０の正面図。
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【図１２】図１０の側面図。
【図１３】従来の組立足場の吊り上げ状態を示す斜視図。
【符号の説明】
Ａ・・・平行リンク機構
１・・・吊りフック
２・・・ワイヤロープ
５、５Ａ・・・組立足場
６・・・足場布板
７・・・足場ジョイントピン
８・・・縦パイプ
９・・・横パイプ
１０・・・拡縮ロック機構
１１・・・外筒
１２・・・ストッパ
１３・・・内筒
１４・・・ロックプレート
１５・・・ロッド
２０・・・拡縮リンク機構
２１・・・上部ビーム
２２・・・枠
２３・・・リンク金具
２４・・・ベルクランク
２５・・・連結金具
２６・・・上部連結ビーム
２６ａ・・・ストッパ
２７・・・下部ビーム
２８・・・下部連結ビーム
２９・・・挟持アーム
３０・・・通り強制アーム
３１・・・足場蛇行修正金具
３２・・・ガイド管
３３・・・支持脚
３４・・・中央支持脚
４０・・・保持アタッチメント
４１・・・ブラケット
４２・・・ピン
４３・・・回転支持金具
４４・・・アーム
４５・・・足場支持板
４６・・・アーム
４７・・・凹部
４８・・・ロケータピン
４９・・・ローラ
５０・・・スプリング
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】
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